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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 第１編 総則 第１編 総則  
 第１章 計画の目的・方針 第１章 計画の目的・方針  
1 第１節 計画の目的 第１節 計画の目的 原子力災害対策計
 この計画は、県民生活の各分野にわたり重大な影響を及ぼすおそれの

ある風水害・原子力等の災害に対処するため、県、市町村、指定地方行
政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関が
その全機能を十分に発揮し、相互に協力して総合的かつ計画的な防災対
策の推進を図ることにより、県民のかけがえのない生命、身体及び財産
を災害から保護することを目的とする。 

この計画は、県民生活の各分野にわたり重大な影響を及ぼすおそれの
ある風水害等の災害に対処するため、県、市町村、指定地方行政機関、
自衛隊、指定公共機関、指定地方公共機関等の防災関係機関がその全機
能を十分に発揮し、相互に協力して総合的かつ計画的な防災対策の推進
を図ることにより、県民のかけがえのない生命、身体及び財産を災害か
ら保護することを目的とする。 

画策定 

 第２節 計画の性格及び基本方針 第２節 計画の性格及び基本方針 原子力災害対策計
 地域防災計画－風水害・原子力等災害対策計画－ 地域防災計画－風水害等災害対策計画－ 画策定 
 （1）この計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 40条

の規定に基づき、愛知県防災会議が愛知県の地域に係る防災計画とし
て作成する「愛知県地域防災計画」の「風水害・原子力等災害対策計
画」編として、風水害・原子力等の災害に対処すべき措置事項を中心
に定めるものである。 

（1）この計画は、災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）第 40条
の規定に基づき、愛知県防災会議が愛知県の地域に係る防災計画とし
て作成する「愛知県地域防災計画」の「風水害等災害対策計画」編と
して、風水害等の災害に対処すべき措置事項を中心に定めるものであ
る。 

 

 （追加） (2) この計画を効果的に推進するため、県及び市町村は、防災に関する 
  政策、方針決定過程をはじめとする様々な場面における女性や高齢
者、障害者などの参画を拡大し、男女共同参画その他多様な視点を取
り入れた防災体制を確立するよう努めるものとする。 

対策の整備 

  (2)～(4) (略) (3)～(5) (略)  
 第４節 災害の想定 第４節 災害の想定  
2 (3) 集中豪雨等異常降雨による災害 (3) 集中豪雨等異常気象による災害 表記の整理 
    
 第２章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱 第２章 各機関の処理すべき事務又は業務の大綱  
 第１節 実施責任 第１節 実施責任  
3 １ 県 １ 県 原子力災害対策計
 県は、県の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を風水害・原

子力等の災害から保護するため、災害が市町村の区域を越えて広域に
わたるとき、災害の規模が大きく市町村で処理することが不適当と認
められるとき、あるいは防災活動内容において統一的処理を必要とし
たり、市町村間の連絡調整を必要とするときなどに、指定地方行政機

県は、県の地域並びに地域住民の生命、身体及び財産を風水害等の
災害から保護するため、災害が市町村の区域を越えて広域にわたると
き、災害の規模が大きく市町村で処理することが不適当と認められる
とき、あるいは防災活動内容において統一的処理を必要としたり、市
町村間の連絡調整を必要とするときなどに、指定地方行政機関、指定

画策定 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
関、指定公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体の協力を
得て防災活動を実施する。 
(略) 

公共機関、指定地方公共機関及び他の地方公共団体の協力を得て防災
活動を実施する。 
(略) 

 第２節 処理すべき事務又は業務の大綱 第２節 処理すべき事務又は業務の大綱  
 １ 県 １ 県  
4 県 (22) 愛知県名古屋飛行場の防災対策を実施する。 

 

県 (22) 名古屋飛行場の防災対策を実施する。 表記の整理 
    
 ３ 指定地方行政機関 ３ 指定地方行政機関  
6 
 
 
 
 
 
7 
 
 
8 
 
 
 
 
 
 
9 
 
 
 
 
 

10 

東海財務局  （5）防災のため必要があると認められるときは、管
理する国有財産について、関係法令等の定めると
ころにより、無償貸付等の措置を適切に行う。 

 
東海農政局  (追加) 

 
中部経済産
業局 

（3）被災地域において必要とされる災害対応物資（生
活必需品、災害復旧資材等）の適正価格による円滑
な供給を確保するため必要な指導を行う。 

名古屋地方
気象台 

（2）気象、地象、水象についての警報及び注意報等を
発表する(気象警報・注意報については市町村を単
位とした発表を実施する。)。 

 
東海総合通
信局 

（6）通信インフラに支障が発生した被災地の地方公共
団体への衛星携帯電話等の貸与を行う。 

 
中部地方整
備局 

（1）災害予防 
カ 大規模災害による被災施設の復旧等をより迅速、
確実、効果的に行うため、公共土木施設等の被災状
況モニター制度及びボランティアによる活動で被
災状況の情報収集活動を行う防災エキスパート制
度を活用する。 

(追加) 
 

(追加) 
 

東海財務局 （5）災害等緊急時に応急措置等のため必要があると認
められるときは、管理する国有財産について、関
係法令等の定めるところにより、無償貸付等の措
置を適切に行う。 

東海農政局  (12) 必要に応じ職員を派遣し、食料供給活動を支援
する。 

中部経済産
業局 

（3）災害対応物資の円滑な供給の確保のため、関係機
関から情報を収集するとともに、必要に応じて、経
済産業省関係部署と関係機関との連絡調整を行う。

名古屋地方
気象台 
 

（2）気象、地象(地震にあっては、地震動に限る)、水
象についての警報及び注意報等を発表する(気象警
報・注意報については市町村を単位とした発表を実
施する。)。 

東海総合通
信局 

（6）通信インフラに支障が発生した被災地の地方公共
団体等へ衛星携帯電話等の災害対策用移動通信機
器及び災害対策用移動電源車の貸与を行う。 

中部地方整
備局 

（1）災害予防 
カ 大規模災害による被災施設の復旧等をより迅速、
確実、効果的に行うため、公共土木施設等の被災状
況モニター制度及びボランティアによる活動で被
災状況把握及び応急対策等に対する防災協力活動
を行う防災エキスパート制度を活用する。 

中部地方環
境事務所 

(1）有害物質等の発生等による汚染状況の情報収集及
び提供を行う。 

表記の整理 
 
 
 
対策の整備 
 
対策の整理 
 
 
表記の整理 
 
 
 
対策の整理 
 
 
対策の整理 
 
 
 
 
 
実施機関の追加 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 
 

(追加) 
 

(追加) 
 
 
 
 

 

(2) 廃棄物処理施設等の被害状況、がれき等の廃棄物
の発生量の情報収集を行う。 

近畿中部防
衛局東海防
衛支局 

(1）所管財産の使用に関する連絡調整を行う。 
(2) 災害時における防衛省本省及び自衛隊等との連
絡調整を行う。 
(3) 在日米軍が災害対策措置を行う場合の連絡調整
の支援を行う。 

 
 
実施機関の追加 
 

    
 ５ 指定公共機関 ５ 指定公共機関  

12 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

郵便事業株
式会社 

災害が発生した場合において、災害の態様、被災者・
被災地の実情に応じ、次のとおり、郵便業務に係る災
害特別事務取扱い及び援護対策を迅速かつ的確に実施
するものとする。 
（1）被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の
支店及び郵便局において、被災世帯に対し、通常葉
書及び郵便書簡を無償交付するものとする。 

（2）被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施するも
のとする。 

（3）被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、
その他総務省令で定める法人又は団体にあてた救
助用の現金書留郵便物等の料金免除を実施するも
のとする。 

（4）被災者の救助を行う団体が被災者に配付する救助
物資を購入するために必要な費用に充てるため、あ
らかじめ当該団体からの申請に基づき、総務大臣の
認可を得て、お年玉付郵便葉書等寄附金を配分す
る。 

郵便局株式
会社 

災害の発生時又はそのおそれがある場合において
は、可能な限り窓口業務を確保する。 

 
 
 

(削除) （削除） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本郵便株
式会社 

災害の発生時又はそのおそれがある場合において
は、可能な限り窓口業務を確保する。 
また、災害の態様、被災者・被災地の実情に応じ、
次のとおり、郵便業務に係る災害特別事務取扱い及び
援護対策を迅速かつ的確に実施するものとする。 

日本郵便株式会社
に統合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
郵便事業株式会社
を統合し、名称変
更 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

中部電力株
式会社 

（3）原子力発電所において異常が発生した場合に、必
要な情報提供を行う。 

 

（1）被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の
郵便局において、被災世帯に対し、通常葉書及び郵
便書簡を無償交付するものとする。 

（2）被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施するも
のとする。 

（3）被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、
その他総務省令で定める法人又は団体にあてた救
助用の現金書留郵便物等の料金免除を実施するも
のとする。 

（4）被災者の救助を行う団体が被災者に配付する救助
物資を購入するために必要な費用に充てるため、あ
らかじめ当該団体からの申請に基づき、総務大臣の
認可を得て、お年玉付郵便葉書等寄附金を配分す
る。 

中部電力株
式会社 

（削除） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原子力災害対策計
画策定 

    
 ６ 指定地方公共機関 ６ 指定地方公共機関  
 
 
 

14 
 
 
 

社団法人愛
知県トラッ
ク協会 

(略) 

社団法人愛
知県医師会 
 

(略) 

社団法人愛
知県歯科医
師会 

(略) 

社団法人愛
知県薬剤師
会 

(略) 

(追加) (追加) 
 

一般社団法
人愛知県ト
ラック協会 

(略) 

公益社団法
人愛知県医
師会 

(略) 

一般社団法
人愛知県歯
科医師会 

(略) 

一般社団法
人愛知県薬
剤師会 

(略) 

公益社団法
人愛知県看

看護活動に協力する。 

一般社団法人化 
 
 
公益社団法人化 
 
 
一般社団法人化 
 
 
一般社団法人化 
 
 
実施機関の追加 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 

社団法人愛
知 県 エ ル
ピーガス協
会 

(略) 

 

護協会 
一般社団法
人愛知県Ｌ
Ｐガス協会 
 

(略) 

 

 
一般社団法人化 

    
    
    
 第２編 災害予防 第２編 災害予防  
 第１章 防災協働社会の形成推進 第１章 防災協働社会の形成推進  
 第１節 防災協働社会の形成推進 第１節 防災協働社会の形成推進  
 １ 県(防災局、各部局)及び市町村における措置 １ 県(防災局、各部局)及び市町村における措置  

16  (1) 地域における防災活動の継続的な推進の枠組み作り  (1) 地域における防災活動の継続的な推進の枠組み作り  
   (略)   (略)  
   (追加)   ◆ 附属資料第 15「地域協働による防災・減災のための人材育成に

関する協定書」 
対策の整備 

 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携 第２節 自主防災組織・ボランティアとの連携  
 ４ 自主防災組織における措置 ４ 自主防災組織における措置  

17 (1) 平常の活動 (1) 平常時の活動 表記の整理 
 (追加) オ 地域内の災害時要援護者の把握 対策の整備 
 ６ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進 ６ ボランティアの受入体制の整備及び協力・連絡体制の推進  

18 （1）ボランティアの受入体制の整備 （1）ボランティアの受入体制の整備 表記の整理 
 ア 県及び市町村は、災害対策本部内にボランティアの受入れに必要

な机、イス及び電話等の資機材を確保して、県は広域ボランティア
支援本部、市町村は地域ボランティア支援本部を設置する。 

ア 県及び市町村は、災害対策本部内にボランティアの受入れに必要
な机、イス及び電話等の資機材を確保して、県は広域ボランティア
支援本部、市町村は災害ボランティアセンターを設置する。 

 

 ウ 県の広域ボランティア支援本部に派遣されたコーディネーター
は、全体的な情報提供や後方支援などを、市町村の地域ボランティ
ア支援本部に派遣されたコーディネーターは、ボランティアの受入
れを行う。 

ウ 県の広域ボランティア支援本部に派遣されたコーディネーター
は、全体的な情報提供や後方支援などを、市町村の災害ボランティ
アセンターに派遣されたコーディネーターは、ボランティアの受入
れを行う。 

 

    
 第２章 水害予防対策 第２章 水害予防対策  
 第４節 河川防災対策 第４節 河川防災対策  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 １ 中部地方整備局、県（建設部）及び市町村における措置 １ 中部地方整備局、県（建設部）及び市町村における措置  

25  (4) 河川情報の提供  (4) 河川情報の提供 対策の整備 
 水害による被害を最小限にくい止めるため、河川改修によるハード

対策とともに、ソフト対策として、水防活動を行う上で必要な雨量、
河川水位、潮位観測局のデータや河川監視カメラの画像を市町村等水
防関係機関へ提供するとともに、住民の自主避難や迅速かつ的確な避
難態勢の確保を図るため、インターネット配信を行う。(略) 

水害による被害を最小限にくい止めるため、河川改修によるハード
対策とともに、ソフト対策として、水防活動を行う上で必要な雨量、
河川水位、潮位観測局のデータや河川監視カメラの画像を市町村等水
防関係機関へ提供するとともに、住民の自主避難や迅速かつ的確な避
難態勢の確保を図るため、インターネットによる公開とメールによる
情報配信を行う。(略) 

 

    
 第３章 事故・火災等予防対策 第３章 事故・火災等予防対策  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

27 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

28 
 
 
 
 

第２節 
航空災害対策 

中部国際空
港株式会社 

1(1)、1(2） (略) 
1(3) 社団法人愛知県医師会
との連携による消火救難
訓練の実施 

1(4) (略) 
1(5) 社団法人愛知県歯科医
師会との連携による消火
救難訓練の実施 

 愛知県名古
屋空港事務
所 

2(1)、2(2） (略) 
2(3) 社団法人愛知県医師会
及び日本赤十字社愛知県
支部との連携による消火
救難訓練の実施 

(追加) 
 
 
2(4) 空港防災対策の実施 

第４節 
道路災害対策 

(略) (略) 

第５節 
放射性物質及び原子

事業者 1(1) 施設の不燃化等の推進 
1(2) 放射線による被ばくの

第 2節 
航空災害対策 

中部国際空
港株式会社 

1(1)、1(2） (略) 
1(3) 公益社団法人愛知県医
師会との連携による消火
救難訓練の実施 

1(4) (略) 
1(5) 一般社団法人愛知県歯
科医師会との連携による
消火救難訓練の実施 

 県（名古屋空
港事務所） 

2(1)、2(2） (略) 
2(3) 公益社団法人愛知県医
師会との連携による消火
救難訓練の実施 

 
2(4) 日本赤十字社愛知県支
部との連携による消火救
難訓練の実施 

2(5) 空港防災対策の実施 
第４節 
道路災害対策 

(略) (略) 

(削除) 
 

(削除) (削除) 

 
公益社団法人化 
 
 
 
一般社団法人化 
 
 
公益社団法人化、
表記の整理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
原子力災害対策計
画策定 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

29 
 
 
 
 

力災害予防対策 予防対策の推進 
1(3) 施設等における放射線
量の把握 

1(4) 自衛消防体制の充実 
1(5) 通報体制の整備 
1(6) 放射性物質を取り扱う
業務関係者への教育の実
施 

1(7) 防災訓練等の実施 
 予防対策実

施機関（事業
者、市町村、 
県警察、県、
愛知労働局、
中部運輸局、
第四管区海
上保安本部、
名古屋地方
気象台） 

2 放射線測定器、放射線防護
服等防護資機材の整備 

 県 3(1) 原子力事業者との通
報・連絡体制の整備 

3(2) 平常時における環境放
射線モニタリングの実施 

3(3) 国との連絡調整 
 愛知労働局、

県、市町村 
4 放射性物質を保有する事業
者、放射線防護資機材の保有
状況等防災対策資料の把握 

第６節 
危険物及び毒物劇物
等化学薬品類保安対
策 

(略) (略) 

第７節 (略) (略) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(削除) (削除) 

 
 
 
 
 

(削除) (削除) 

 
 
 

(削除) (削除) 

第５節 
危険物及び毒物劇物
等化学薬品類保安対
策 

(略) (略) 

第６節 (略) (略) 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 
 
 

30 

高圧ガス保安対策 
第８節 
火薬類保安対策 

(略) (略) 

第９節 
林野火災対策 

(略) (略) 

第１０節 
地下街等の保安対策 

(略) (略) 
 

高圧ガス保安対策 
第７節 
火薬類保安対策 

(略) (略) 

第８節 
林野火災対策 

(略) (略) 

第９節 
地下街等の保安対策 

(略) (略) 

    
 第２節 航空災害対策 第２節 航空災害対策  
 １ 中部国際空港株式会社における措置 １ 中部国際空港株式会社における措置  

32 （3）社団法人愛知県医師会との連携による消火救難訓練の実施 （3）公益社団法人愛知県医師会との連携による消火救難訓練の実施 公益社団法人化 
 「中部国際空港医療救護活動に関する協定」に基づき、医薬品及び

医療資機材の整備に努めるとともに、社団法人愛知県医師会と連携
し、消火救難訓練を実施する。 

「中部国際空港医療救護活動に関する協定」に基づき、医薬品及び
医療資機材の整備に努めるとともに、公益社団法人愛知県医師会と連
携し、消火救難訓練を実施する。 

 

 （5）社団法人愛知県歯科医師会との連携による消火救難訓練の実施 （5）一般社団法人愛知県歯科医師会との連携による消火救難訓練の実施 一般社団法人化 
 「中部国際空港医療救護活動に関する協定」に基づき、医薬品及び

医療資機材の整備に努めるとともに、社団法人愛知県歯科医師会と連
携し、消火救難訓練を実施する。 

「中部国際空港医療救護活動に関する協定」に基づき、医薬品及び
医療資機材の整備に努めるとともに、一般社団法人愛知県歯科医師会
と連携し、消火救難訓練を実施する。 

 

 ２ 愛知県名古屋空港事務所における措置 ２ 県(名古屋空港事務所)における措置 表記の整理 
  (3) 社団法人愛知県医師会及び日本赤十字社愛知県支部との連携によ

る消火救難訓練の実施 
 (3) 公益社団法人愛知県医師会との連携による消火救難訓練の実施 公益社団法人化、

表記の整理 
 「災害時の医療救護に関する協定書」、「愛知県名古屋飛行場及びそ

の周辺における航空機事故に対する応急救護活動に関する協定」に基
づき、医薬品及び医療資機材の整備に努めるとともに、社団法人愛知
県医師会及び日本赤十字社愛知県支部と連携し、消火救難訓練を実施
する。 

「災害時の医療救護に関する協定書」に基づき、医薬品及び医療資
機材の整備に努めるとともに、公益社団法人愛知県医師会と連携し、
消火救難訓練を実施する。 

 

 (追加)  (4) 日本赤十字社愛知県支部との連携による消火救難訓練の実施 表記の整理 
  「愛知県名古屋飛行場及びその周辺における航空機事故に対する

応急救護活動に関する協定」に基づき、医薬品及び医療資機材の整備
に努めるとともに、日本赤十字社愛知県支部と連携し、消火救難訓練
を実施する。 

 

  (4) 空港防災対策の実施  (5) 空港防災対策の実施  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
       (略)       (略)  

34 第５節 放射性物質及び原子力災害予防対策 (第５節すべて削除) 原子力災害対策計
 (略)  画策定 

36 第６節 危険物及び毒物劇物等化学薬品類保安対策 第５節 危険物及び毒物劇物等化学薬品類保安対策 表記の整理 
 (略) (略)  

37 第７節 高圧ガス保安対策 第６節 高圧ガス保安対策 表記の整理 
 (略) (略)  
 第８節 火薬類保安対策 第７節 火薬類保安対策 表記の整理 
 (略) (略)  

38 第９節 林野火災対策 第８節 林野火災対策 表記の整理 
 (略) (略)  

39 第１０節 地下街等の保安対策 第９節 地下街等の保安対策 表記の整理 
 (略) (略)  
    
 第４章 建築物等の安全化 第４章 建築物等の安全化  
 第１節 交通・ライフライン関係施設対策 第１節 交通・ライフライン関係施設対策  

46 (追加) １０ 下水道 対策の整備 
  下水道事業者は、次の対策を実施する。 

(1) 主要施設の安全構造化 
主要な下水道施設については、必要に応じて強風、浸水等に対し安
全な構造とする。 

(2) 災害対策用資機材の確保 
災害対策用資機材を平時からその確保に努めるとともに、定期的に
保管状況を点検整備する。 

(3) 自家発電設備等の整備 
常用電力の停電時の対策として、必要に応じて自家発電設備等を整
備する。 

 

    
 第７章 地盤災害の予防 第７章 地盤災害の予防  

56 第１節 土地利用の適正誘導 第１節 土地利用の適正誘導 実施主体の整理 
 県（建設部、関係部局）及び市町村における措置 県（関係部局）及び市町村における措置  
  （略）  （略）  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
    
 第９章 避難者・災害時要援護者対策 第９章 避難者・災害時要援護者対策  
 ■ 基本方針 ■ 基本方針  

64 ○ 市町村にあっては、災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を
行うため、地域住民、自主防災組織等の協力を得ながら、平常時より、
災害時要援護者に関する情報の把握及び関係者との共有に努めるとと
もに、これらの者に係る避難誘導体制の整備を図るものとする。 
 (略) 
 
 
 

○ 市町村にあっては、災害時要援護者を適切に避難誘導し、安否確認を
行うため、地域住民、自主防災組織、民生委員・児童委員、介護保険
事業者、障害福祉サービス事業者、ボランティア団体等の多様な主体
の協力を得ながら、平常時より、災害時要援護者に関する情報を把握
の上、関係者との共有に努めることとする。また、災害時要援護者へ
の対応を強化するため、情報伝達体制の整備、避難誘導体制の整備、
避難訓練の実施を一層図るものとする。 
 (略) 

対策の整理 

 (追加) ○ 社会福祉施設等の管理者は、その施設を利用する者を適切に避難誘
導するため、市町村、地域住民、ボランティア団体等の多様な主体と
協力体制を図るものとする。 

対策の整備 

 (追加) ○  県及び市町村は、大規模災害発生時の一斉帰宅を抑制するため、公
共交通機関の運行状況によっては「むやみに移動を開始しない」とい
う基本原則を積極的に広報することが必要である。また、事業所等に
対して従業員等を職場等に滞在させることができるよう、必要な物資
の備蓄等を促すものとする。 

対策の整備 

 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  
 (追加) 第７節 

帰宅困難者支援
体制の整備 

県、市町村 帰宅困難者支援体制の整備 

 

対策の整備 

    
 第２節 避難所の整備 第２節 避難所の整備  
 市町村における措置 市町村における措置  

66 (2) 避難所の指定 (2) 避難所の指定 対策の整理 
   エ 指定に当たっては、防災関係機関、教育機関の管理諸室、病院等

医療救護施設、ヘリポート、物資集配拠点などの災害対策に必要な
施設を避難所として使用しないこととする。(略) 

  エ 指定に当たっては、原則として、防災関係機関、教育機関の管理
諸室、病院等医療救護施設、ヘリポート、物資集配拠点などの災害
対策に必要な施設を避難所として使用しないこととする。(略) 

 

 第４節 避難に関する広報 第４節 避難に関する広報  
 市町村及び県(防災局、建設部、関係部局)における措置 市町村及び県(防災局、建設部、関係部局)における措置  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
67  (1) 避難場所等の広報  (1) 避難場所等の広報  
   (追加)   オ 避難場所、避難所の区分 対策の整理 
   オ (略)   カ (略)  
 第６節 災害時要援護者の安全対策 第６節 災害時要援護者の安全対策  
 県（健康福祉部、地域振興部、防災局）、市町村及び社会福祉施設等管理

者における措置 
県（健康福祉部、地域振興部、防災局）、市町村及び社会福祉施設等管理
者における措置 

 

68 （2）在宅者対策 （2）在宅者対策 対策の整理 
 ア 災害時要援護者等の状況把握 ア 災害時要援護者等の状況把握  
 市町村は、あらかじめ自主防災組織、地域の福祉関係者などと連

携して、災害時要援護者に関する情報の共有、避難支援計画の策定
等に努めるものとする。 
 
 

市町村は、災害の発生に備え、災害時要援護者名簿を整備し、災
害発生時に効果的に利用することで、災害時要援護者に対する援護
が適切に行われるように努めるものとする。 
また、あらかじめ自主防災組織、地域の福祉関係者などと連携し
て、災害時要援護者に関する情報の共有、避難支援計画の策定等に
努めるものとする。 

 

69  (追加) 第７節 帰宅困難者支援体制の整備 対策の整備 
  県(防災局)及び市町村における措置  
  (1)  公共交通機関が運行を停止した場合、ターミナル駅周辺等におい

て、自力で帰宅することが困難な帰宅困難者が大量に発生する可能性
が高いことから、県及び市町村は、「むやみに移動を開始しない」と
いう帰宅困難者対策に対する基本原則や安否確認手段について、平常
時から積極的に広報するものとする。また、企業等に対して、従業員
等を一定期間事業所等内に留めておくことができるよう、必要な物資
の備蓄等を促すなど、帰宅困難者対策を行うものとする。 

 

  (2) 県、当該市及び関係事業者等は、都市再生緊急整備地域において、
人口・機能が集積したターミナル駅周辺等における滞在者等の安全の
確保を図るため、退避経路、退避施設、備蓄倉庫等の都市再生安全確
保施設の整備、退避施設への誘導、災害情報等の提供、備蓄物資の提
供、避難訓練の実施等を定めた都市再生安全確保計画を作成し、官民
連携による都市の安全確保対策を進めるものとする。 

 

    
 第１０章 広域応援体制の整備 第１０章 広域応援体制の整備  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
70 第２節 

広域応援体
制の整備 

県、市町村 1(1)～1(3) (略) 
1(4) 防災活動拠点の確保 

 

第２節 
広域応援体
制の整備 

県、市町村 1(1)～1(3) (略) 
1(4) 防災活動拠点の確保及び受援体
制の整備 

 

対策の整備 

    
 第２節 広域応援体制の整備 第２節 広域応援体制の整備  
 １ 県(防災局)及び市町村における措置 １ 県(防災局)及び市町村における措置  

71 (4) 防災活動拠点の確保 (4) 防災活動拠点の確保及び受援体制の整備 対策の整備 
 県及び市町村は、大規模な災害が発生し県内外からの広域的な応援

を受ける場合に、自衛隊・警察・消防を始めとする応援隊等の人員・
資機材・物資の集結・集積に必要となる活動拠点について、関係機関
と調整の上、確保に努めるものとする。 

県及び市町村は、大規模な災害が発生し国等からの広域的な応援を
受ける場合に、自衛隊・警察・消防を始めとする応援隊等の人員・資
機材・物資の集結・集積に必要となる活動拠点及び受援体制について、
関係機関と調整の上、確保、整備に努めるものとする。 

 

    
 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上 第１１章 防災訓練及び防災意識の向上  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

73 第２節 
防災のため
の意識啓
発・広報 

県、市町村、県
警察 

(1)～(4) （略） 
(追加) 

第３節 県 (略) 
防災のため
の教育 

(追加) (追加) 

 

第２節 
防災のため
の意識啓
発・広報 

県、市町村、県
警察 

(1)～(4) （略） 
(5) 過去の災害教訓の伝承 

第３節 県 (略) 
防災のため
の教育 

防災関係機関 3 防災教育の実施 

 

対策の整備 
 
 
 
対策の整備 

    
 第１節 防災訓練の実施 第１節 防災訓練の実施  
 １ 県(防災局、各部局)及び市町村等における措置 １ 県(防災局、各部局)及び市町村等における措置 対策の整理 

73 県は、国や市町村等防災関係機関とできる限り多くの民間企業、ボ
ランティア団体及び災害時要援護者を含めた住民等の協力のもとに大
規模災害に備えて防災訓練を実施する。 
(略) 

県は、国や市町村等防災関係機関とできる限り多くの民間企業、ボ
ランティア団体及び災害時要援護者を含めた住民等の協力、連携のも
とに大規模災害に備えて防災訓練を実施する。 
(略) 

 

74 (2) 総合訓練 (2) 総合訓練  
 上記各種の基礎訓練を有機的に組合せ、防災関係機関が合同して、

同一想定に基づき総合的な訓練を実施する。 
上記各種の基礎訓練を有機的に組合せ、防災関係機関が合同又は連
携して、同一想定に基づき総合的な訓練を実施する。 

 

 ウ 実施の方法 ウ 実施の方法  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
    県、市町村、指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地

方公共機関等の防災関係機関及び地元住民・事業所等が一体となっ
て、同一想定に基づき予想される事態に即応した実践的な内容の災
害応急対策活動を実施する。 
また、災害応援に関する協定に基づき、他県等との訓練の相互参
加に努める。 

   県、市町村、指定地方行政機関、自衛隊、指定公共機関、指定地
方公共機関等の防災関係機関及び地元住民・事業所等が一体となっ
て、又は連携して、同一想定に基づき予想される事態に即応した実
践的な内容の災害応急対策活動を実施する。 
また、災害応援に関する協定に基づき、他県等との訓練の相互参
加及び共同訓練の実施に努める。 

 

 第２節 防災のための意識啓発・広報 第２節 防災のための意識啓発・広報  
 県（防災局、関係部局）、市町村及び県警察における措置 県（防災局、関係部局）、市町村及び県警察における措置  

75 (1) 防災意識の啓発 (1) 防災意識の啓発 対策の整理 
  (略) 

 また、災害に関するビデオなどを市町村、学校等に貸し出して、防災
教育の推進を図る。 
  

 (略) 
 また、災害に関するビデオなどを市町村、学校等に貸し出して、防災
教育の推進を図る。 
 さらに、県及び市町村は、防災に関する様々な動向や各種データを分
かりやすく発信するよう努める。 

 

 ◆ 附属資料第15「防災啓発用資機材貸出要綱」 ◆ 附属資料第15「防災啓発用資機材貸出要綱」  
 (追加) ◆ 附属資料第 15「あいち防災キャラクター「防災ナマズン」着ぐるみ

貸出要綱」 
対策の整備 

 (追加) ◆ 附属資料第15「防災啓発活動に関する覚書」 対策の整備 
76 (追加) (5) 過去の災害教訓の伝承 対策の整備 
    県及び市町村は、県民が過去の災害から得られた教訓を伝承するよ

う、その重要性について啓発を行う。 
  また、教訓を後世に伝えていくため、災害に関する調査結果や各種
資料を広く収集・整理し、適切に保存するとともに、県民が閲覧でき
るよう公開に努めるものとする。 

 

 第３節 防災のための教育 第３節 防災のための教育  
77 (追加) ３ 防災関係機関における措置 対策の整備 
    防災関係機関は、それぞれ又は他と共同して、その所掌事務又は業

務について、防災教育の実施に努める。 
 

    
    
    
 第３編 災害応急対策 第３編 災害応急対策  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 第 1章 活動態勢（組織の動員配備） 第 1章 活動態勢（組織の動員配備）  
 ■基本方針 ■基本方針  

81 ○ 知事及び市町村長は、災害対策基本法第23条の規定に基づき、応急
対策の推進を図る中心的な組織としてそれぞれの災害対策本部を速や
かに設置し、その活動態勢を確立する。 

○ 知事及び市町村長は、災害対策基本法第23条又は第23条の2の規定に
基づき、応急対策の推進を図る中心的な組織としてそれぞれの災害対
策本部を速やかに設置し、その活動態勢を確立する。 

災害対策基本法の
改正 

 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  
81 第１節 

災害対策本
部の設置・
運営 

市町村 2(1) 市町村災害対策本部の設置 
2(2) 組織及び活動体制 
2(3) 市町村災害対策本部設置の県等
への報告 

2(4) 災害救助法が適用された場合の
体制 

2(5) 勤務時間外における体制の整備 
 

第１節 
災害対策本
部の設置・
運営 

市町村 (削除) 
2(1) 組織及び活動体制 
2(2) 市町村災害対策本部設置の県等
への報告 

2(3) 災害救助法が適用された場合の
体制 

(削除) 

表記の整理 

    
 第 1節 災害対策本部の設置・運営 第 1節 災害対策本部の設置・運営  
 1 県（防災局）における措置 1 県（防災局）における措置  
 （1）県災害対策本部の設置 （1）県災害対策本部の設置  
 ア 設置・廃止基準 ア 設置・廃止基準  
 (表中) (表中)  

82 気象予警報等による場合 ・次の気象予警報等のいずれかが
県下の地域に発表されたとき。
((略)・・・愛知県外海又は伊
勢・三河湾への津波警報（津波）
若しくは津波警報（大津波）） 

 

気象予警報等による場合 ・次の気象予警報等のいずれかが
県下の地域に発表されたとき。
((略)・・・愛知県外海又は伊
勢・三河湾への津波警報若しく
は大津波警報） 

津波警報の変更 

    
84 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置 表記の整理 
 （1）市町村災害対策本部の設置 (削除)  
    (略)    (略)  
 （2）組織及び活動体制 （1）組織及び活動体制  
    (略)    (略)  
 （3）市町村災害対策本部の設置又は廃止の県等への報告 （2）市町村災害対策本部の設置又は廃止の県等への報告  
    (略)    (略)  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 （4）災害救助法が適用された場合の体制 （3）災害救助法が適用された場合の体制  
    (略)    (略)  
 （5）勤務時間外における体制の整備 (削除)  
 市町村長は、休日及び夜間の勤務時間外における災害発生に備えた

情報連絡体制をあらかじめ整えておくものとする。 
  

    
 第２章 通信の運用 第２章 通信の運用  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

87 第４節 
郵便業務の応急措置 

郵便事業株式会社、郵
便局株式会社 

(略) 
 

第４節 
郵便業務の応急措置 

日本郵便株式会社 (略) 日本郵便株式会社
に統合 

    
90 第４節 郵便業務の応急措置 第４節 郵便業務の応急措置 郵便事業株式会社
 １ 郵便事業株式会社の措置 日本郵便株式会社の措置 を統合し、名称変
  (2) 支店の窓口業務の維持  (2) 郵便局の窓口業務の維持 更 
 災害時において、被災地における支店の窓口業務の維持を図るた

め、被災により業務継続が不能となった支店について、仮社屋急設に
よる窓口業務の迅速な再開、臨時窓口の開設、窓口取扱時間又は取扱
日の変更等の措置を講ずるものとする。 (略) 

  ア  被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の支店及び郵便局
において、被災世帯に対し、通常葉書及び郵便書簡を無償交付する
ものとする。 

災害時において、被災地における郵便局の窓口業務の維持を図るた
め、被災により業務継続が不能となった店舗について、仮店舗による
窓口業務の迅速な再開、臨時窓口の開設、窓口取扱時間又は取扱日の
変更等の措置を講ずるものとする。 (略) 

  ア  被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の郵便局におい
て、被災世帯に対し、通常葉書及び郵便書簡を無償交付するものと
する。 

 

91 ２ 郵便局株式会社の措置 (削除)  
 災害時、被災地における郵便局の窓口業務の維持を図るために、被災

により業務継続が不能となった店舗について、仮店舗による窓口業務の
迅速な再開、臨時窓口の開設、窓口取扱時間又は取扱日の変更等の措置
を講ずる。 

  

    
 第３章 情報の収集・伝達・広報 第３章 情報の収集・伝達・広報  
 第 1節 気象警報等の伝達 第 1節 気象警報等の伝達  

93 １ 名古屋地方気象台における措置 １ 名古屋地方気象台における措置 表記の整理 
 名古屋地方気象台は、気象業務法に基づく警報（ただし、航空機、

鉄道、電気事業等の利用に適合するものを除く。）を発表・切り替え・
名古屋地方気象台は、気象業務法に基づく警報（ただし、航空機、
鉄道、電気事業等の利用に適合するものを除く。）を発表・切り替え・
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
解除した場合は、県・第四管区海上保安本部・NTT マーケティングア
クト大阪 104 センタ・国土交通省中部地方整備局・日本放送協会名古
屋放送局に通知しなければならない。 
名古屋地方気象台は、気象業務法に基づく情報及び同法施行令に定
める注意報等（ただし、航空機、鉄道、電気事業等の利用に適合する
ものを除く。以下「注意報等」とする。）を発表・切り替え・解除し
た場合は、県・第四管区海上保安本部・国土交通省中部地方整備局・
日本放送協会名古屋放送局に伝達する。 

解除した場合は、県・第四管区海上保安本部・NTT マーケティングア
クト大阪 104 センタ・中部地方整備局・日本放送協会名古屋放送局に
通知しなければならない。 
名古屋地方気象台は、気象業務法に基づく情報及び同法施行令に定
める注意報等（ただし、航空機、鉄道、電気事業等の利用に適合する
ものを除く。以下「注意報等」とする。）を発表・切り替え・解除し
た場合は、県・第四管区海上保安本部・中部地方整備局・日本放送協
会名古屋放送局に伝達する。 

 ７ 気象予報警報等の伝達系統 ７ 気象予報警報等の伝達系統  
100 （5）土砂災害警戒情報の伝達系統 （5）土砂災害警戒情報の伝達系統 対策の整理 

 （注）土砂災害警戒情報は名古屋地方気象台と愛知県建設部砂防課が
協議のうえ、名古屋地方気象台が発表する。 

（注）土砂災害警戒情報は名古屋地方気象台と愛知県建設部砂防課が
協議のうえ、愛知県建設部と名古屋地方気象台が共同して発表す
る。 

 

 第２節 被害状況等の収集・伝達 第２節 被害状況等の収集・伝達  
 ２ 市町村の措置 ２ 市町村の措置  

101 （3）捜索・救助体制の検討等に活用するため、市町村は、住民登録や外
国人登録の有無にかかわらず、当該市町村の区域（海上を含む。）内
で行方不明となった者について、県警察等関係機関の協力に基づき正
確な情報の収集に努めるものとする。また、行方不明者として把握し
た者が、他の市町村に住民登録や外国人登録を行っていることが判明
した場合には、当該登録地の市町村又は都道府県に連絡するものとす
る。 

（3）捜索・救助体制の検討等に活用するため、市町村は、住民登録の有
無にかかわらず、当該市町村の区域（海上を含む。）内で行方不明と
なった者について、県警察等関係機関の協力に基づき正確な情報の収
集に努めるものとする。また、行方不明者として把握した者が、他の
市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地
の市町村又は都道府県に連絡するものとする。 

外国人登録制度の
廃止 

 ９ 被害状況の照会 ９ 被害状況の照会・共有  
104 （2）全県的な被害状況については、県防災情報システムを有効に活用し

て把握するとともに、愛知県災害対策本部災害情報センター（河川、
海岸、貯水池、ため池、砂防被害、港湾・漁港施設被害、道路被害、
水道施設被害については、関係課）へ照会する。 

（2）全県的な被害状況については、県防災情報システムを有効に活用し
て把握・共有するとともに、愛知県災害対策本部災害情報センター（河
川、海岸、貯水池、ため池、砂防被害、港湾・漁港施設被害、道路被
害、水道施設被害については、関係課）へ照会する。 

対策の整理 

 第３節 広報 第３節 広報  
 ３ 各機関の措置 ３ 各機関の措置  

105 （2）各機関は、次の広報手段を有効に組み合わせて、住民への災害広報
を実施する。 

（2）各機関は、次の広報手段を有効に組み合わせて、住民への災害広報
を実施する。 

対策の整理 

 オ 携帯電話による情報提供 オ 携帯電話(緊急速報メール機能を含む。)による情報提供  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
    
 第４章 応援協力・派遣要請 第４章 応援協力・派遣要請  
 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  

107 機関名 事 前 被害発生中 事 後 
市 
町 
村 

 (略) 

○災害派遣要請者に対する自衛隊の派遣

要請 

○地域ボランティア支援本部の設置 

 

 

機関名 事 前 被害発生中 事 後 
市 
町 
村 

 (略) 

○災害派遣要請者に対する自衛隊の派遣

要請 

○災害ボランティアセンターの設置 

 

 

表記の整理 

    
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

108 第１節  
応援協力 

県 1(1)～1(3) (略) 
(追加) 
1(4）市町村に対する応援 

第４節 
ボランティ
アの受入 

市町村 2 地域ボランティア支援本部の設置 

 

第１節  
応援協力 

県 1(1)～1(3) (略) 
1(4) 国に対する応援要請 
1(5）市町村に対する応援 

第４節 
ボランティ
アの受入 

市町村 2 災害ボランティアセンターの設置 

対策の整備 
 
 
表記の整理 

    
 第１節 応援協力 第１節 応援協力  
 １ 県(防災局)における措置 １ 県(防災局)における措置  

109 (追加) (4) 国(内閣総理大臣)に対する応援要請（災害対策基本法第 74条の 2） 
県は、大規模災害が発生した場合で、「災害時等の応援に関する協
定（中部９ 県１ 市）」及び「全国都道府県における災害時等の広域
応援に関する協定」では避難、救助等の対策が十分実施できない等、
必要があると認めるときは、内閣総理大臣に対し応援を要請する。 

対策の整備 

 (4) 市町村に対する応援 (5) 市町村に対する応援 対策の整備 
   イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保

するため、特に必要があると認めるときは、他の市町村長に対して、
当該市町村の災害応急対策の実施状況を勘案しながら、市町村相互
間の応援について必要な指示又は調整を行う。 

  イ 知事は、市町村の行う災害応急対策の的確かつ円滑な実施を確保
するため、特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、災害
応急対策の実施を求め、又は他の市町村長に対して、当該市町村の
災害応急対策の実施状況を勘案しながら、市町村相互間の応援につ
いて必要な指示又は調整を行う。 

 

 第３節 自衛隊の災害派遣 第３節 自衛隊の災害派遣  
 １ 自衛隊における措置 １ 自衛隊における措置  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
111  (4) 災害派遣の活動範囲  (4) 災害派遣の活動範囲 誤訂正 

 人員及び物資の
緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に特に必要な人員
及び救援物資の緊急輸送を実施する。この場合にお
いて航空機による輸送は、特に緊急を要すると認め
られるものについて行う。 

 

人員及び物資の
緊急輸送 

救急患者、医師その他救援活動に必要な人員及び
救援物資の緊急輸送を実施する。この場合において
航空機による輸送は、特に緊急を要すると認められ
るものについて行う。 

 

    
 第４節 ボランティアの受入 第４節 ボランティアの受入  

113 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置 表記の整理 
 （1）被災市町村は、地域ボランティア支援本部を速やかに設置し、コー

ディネーターの派遣を協力団体に要請する。併せて、机、椅子及び電
話等必要な資機材を確保する。 

（1）被災市町村は、災害ボランティアセンターを速やかに設置し、コー
ディネーターの派遣を協力団体に要請する。併せて、机、椅子及び電
話等必要な資機材を確保する。 

 

 （2）地域ボランティア支援本部に配置された市町村職員は、ボランティ
アの受入れに関してコーディネーターの自主性を尊重し、市町村災害
対策本部との間の必要な情報提供や資機材の提供等を行うなどの支
援を行うものとする。 

（2）災害ボランティアセンターに配置された市町村職員は、ボランティ
アの受入れに関してコーディネーターの自主性を尊重し、市町村災害
対策本部との間の必要な情報提供や資機材の提供等を行うなどの支
援を行うものとする。 

 

114 ３ コーディネーターの役割 ３ コーディネーターの役割 表記の整理 
 （1）市町村の地域ボランティア支援本部に派遣されたコーディネーター

は、ボランティアの受入れ（受付、需給調整など）やボランティアヘ
の支援要請の内容把握等を行う。 

（1）市町村の災害ボランティアセンターに派遣されたコーディネーター
は、ボランティアの受入れ（受付、需給調整など）やボランティアヘ
の支援要請の内容把握等を行う。 

 

 （2）県の広域ボランティア支援本部に派遣されたコーディネーターは、
地域ボランティア支援本部のボランティアの受入れが円滑に行える
ように、次のような支援を行う。 

（2）県の広域ボランティア支援本部に派遣されたコーディネーターは、
災害ボランティアセンターのボランティアの受入れが円滑に行える
ように、次のような支援を行う。 

 

 ４ 協力が予想されるボランティア団体等 ４ 協力が予想されるボランティア団体等  
 （1）県と「ボランティアの受入体制の整備とネットワーク化の推進等に

関する協定」を締結している団体 
日本赤十字社愛知県支部、社会福祉法人愛知県社会福祉協議会、日
本ボーイスカウト愛知連盟、一般社団法人ガールスカウト愛知県連
盟、愛知県青年団協議会、公益財団法人愛知県国際交流協会、特定非
営利活動法人レスキューストックヤード(協定締結時：震災から学ぶ
ボランティアネットの会)、財団法人名古屋キリスト教青年会、財団
法人名古屋キリスト教女子青年会、一般社団法人日本アマチュア無線
連盟愛知県支部、トヨタグループ災害Ｖネット、特定非営利活動法人

（1）県と「ボランティアの受入体制の整備とネットワーク化の推進等に
関する協定」を締結している団体 
日本赤十字社愛知県支部、社会福祉法人愛知県社会福祉協議会、日
本ボーイスカウト愛知連盟、一般社団法人ガールスカウト愛知県連
盟、愛知県青年団協議会、公益財団法人愛知県国際交流協会、特定非
営利活動法人レスキューストックヤード(協定締結時：震災から学ぶ
ボランティアネットの会)、公益財団法人名古屋ＹＭＣＡ、一般財団
法人名古屋ＹＷＣＡ、一般社団法人日本アマチュア無線連盟愛知県支
部、トヨタグループ災害Ｖネット、特定非営利活動法人愛知ネット、

公益財団法人化、
一般財団法人化、
団体の名称変更、
協定締結団体の追
加 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
ＮＰＯ愛知ネット、社会福祉法人愛知県共同募金会、公益社団法人日
本青年会議所東海地区愛知ブロック協議会 

社会福祉法人愛知県共同募金会、公益社団法人日本青年会議所東海地
区愛知ブロック協議会、日本労働組合総連合会愛知県連合会 

 （図中） （図中）  
 被災市町村災害対策本部 被災市町村災害対策本部  
 地域ボランティア支援本部 

 ○ 市町村職員 ○○○ 
 

災害ボランティアセンター 
 ○ 市町村職員 ○○○ 

 

表記の整理 

    
 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策 第６章 医療救護・防疫・保健衛生対策  
 ■基本方針 ■基本方針  

122 ○ 医療救護については、医師会、日本赤十字社、災害拠点病院、国立
病院機構の病院、県立病院等広範囲な協力体制の確立に努めるものと
する。 

○ 医療救護については、災害医療コーディネーター、医師会、日本赤
十字社、災害拠点病院、国立病院機構の病院、県立病院、市町村等広
範囲な協力体制の確立に努めるものとする。 

対策の整備 

 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  
 
 
 
 
 

機関名 事前 被害発生中 事後 
県  ○保健所等による医療情報収集 

 
(略) 

 

市町村   (追加) 
 ○医療救護所の設置等、地域の医療体
制確保 

 (略) 

 

地元医師
会・災害
拠点病院 

  (追加) 
○臨機応急な医療活動 
(略) 

 

日本赤十
字社愛知
県支部 

  (追加) 
 ○医療救護活動の実施 

 

県医師会   (追加) 
○愛知県救急医療センターによる医療
情報収集 
 ○医療救護活動の実施 
 (追加) 

 

 

機関名 事前 被害発生中 事後 
県   ○災害医療調整本部及び地域災害医

療対策会議による医療情報収集 
 (略) 

 

市町村   ○地域災害医療対策会議への参画 
 ○医療救護所の設置等、地域の医療体
制確保 

 (略) 

 

地元医師
会・災害
拠点病院 

  ○地域災害医療対策会議への参画 
○臨機応急な医療活動 
(略) 

 

日本赤十
字社愛知
県支部 

  ○災害医療調整本部への参画 
 ○医療救護活動の実施 

 

県医師会  ○災害医療調整本部への参画 
○愛知県救急医療センターによる医療
情報収集 
 ○医療救護活動の実施 
 ○ＪＭＡＴの派遣調整 

 

対策の整備 
 
 
 
 



風水害・原子力等災害対策計画編 

20 
 

頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
    
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

122 
 
 

123 

第１節 
医療救護 

県 (追加) 
 
1(1)～1(7) (略) 

 市町村 (追加) 
2(1)、2(2) (略) 

 地 元 医 師
会、災害拠
点病院 

(追加) 
3(1) 、3(2) (略)  

 日本赤十字
社愛知県支
部 

(追加) 
5 医療救護活動の実施 

 県医師会 (追加) 
6(1) 医療救護活動の実施 
(追加) 
6(2) 愛知県救急医療センターによる医療
情報収集 

 

第１節 
医療救護 

県 1(1) 災害医療調整本部及び地域災害医療
対策会議の設置 

1(2)～1(8) (略) 
 市町村 2(1) 地域災害医療対策会議への参画 

2(2)、2(3) (略) 
 地 元 医 師

会、災害拠
点病院 

3(1) 地域災害医療対策会議への参画 
3(2) 、3(3) (略) 
 

 日本赤十字
社愛知県支
部 

5(1) 災害医療調整本部への参画 
5(2) 医療救護活動の実施 

 県医師会 6(1) 災害医療調整本部への参画 
6(2) 医療救護活動の実施 
6(3) 地区医師会との調整 
6(4) 愛知県救急医療センターによる医療
情報収集 

対策の整備 

    
 第１節 医療救護 第１節 医療救護  
 １ 県(健康福祉部)における措置 １ 県(健康福祉部)における措置  

123 (追加) 
 
 
 
 
(1)～(4）(略) 
(5) 保健所長は、管轄地内の医療情報の収集に努め、これらの情報を市
町村に提供する。 

(6)～(9）(略) 

(1) 県は、県全域の医療及び公衆衛生活動に関する調整や、他都道府県
からの支援の調整を行う災害医療調整本部を設置するとともに、２次
医療圏ごとの医療に関する調整を行う地域災害医療対策会議を設置
し、災害医療コーディネーターや関係機関とともに医療及び公衆衛生
活動に関する調整を行う。 
(2)～(5）(略) 
(6) 保健所長は、管轄地内の医療情報の収集に努め、これらの情報を市
町村、関係機関と共有する。 
(7)～(10）(略) 

対策の整備 
 
 
 
 
 
対策の整理 

 ２ 市町村における措置 ２ 市町村における措置 対策の整備 
 (2) 必要に応じて近隣の市町村に応援を求めるほか、県に対し応援を求 (2) 市町村は、地域災害医療対策会議に参画して、情報の共有を図ると  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
め応急措置を実施する。 

 
ともに、必要に応じて近隣の市町村に応援を求めるほか、県に対し応
援を求め応急措置を実施する。 

124 ３ 地元医師会、災害拠点病院における措置 ３ 地元医師会、災害拠点病院における措置 対策の整備 
 (追加) (1) 地元医師会、災害拠点病院は、地域災害医療対策会議に参画して、

情報の共有を図る。 
 

  (1)、(2) (略) (2)、(3) (略)  
 ５ 日本赤十字社愛知県支部における措置 ５ 日本赤十字社愛知県支部における措置 対策の整備 
  (追加) (1) 日本赤十字社愛知県支部は、災害医療調整本部に参画して、情報の

共有を図る。 
 

   日本赤十字社愛知県支部は、県からの要請又は自主的な判断に基づ
き、積極的に医療救護活動を実施する。 

(2) 日本赤十字社愛知県支部は、県からの要請又は自主的な判断に基づ
き、積極的に医療救護活動を実施する。 

 

 ６ 県医師会における措置 ６ 県医師会における措置 対策の整備 
 （追加） (1）県医師会は、災害医療調整本部に参画して、情報の共有を図る。  
  (1)  県医師会は、県又は市町村の要請に基づき、積極的に医療救護活

動に協力する。 
 (2) 県医師会は、県又は市町村の要請に基づき、日本医師会災害医療
チーム（ＪＭＡＴ）の派遣等を日本医師会と調整し、積極的に医療救
護活動に協力する。 

 

 （追加） (3）県医師会は、地域災害医療対策会議への地区医師会の参画を調整す
る。 

 

 (2) 愛知県救急医療情報センターは、愛知県広域災害・救急医療情報シ
ステムなどを活用し、県内の医療情報の収集と県災害対策本部への情
報提供に努める。 

(4) 愛知県救急医療情報センターは、愛知県広域災害・救急医療情報シ
ステムなどを活用し、県内の医療情報の収集と災害医療調整本部への
情報提供に努める。 

 

126 １２ 医薬品等の適正使用に関する活動 １２ 医薬品等の適正使用に関する活動  
 (略) (略)  
 （追加） １３ 医療機関等における活動の支援 対策の整備 
     県看護協会は、医療救護活動を行う医療機関において看護師確保

が困難な場合の看護師派遣、救護所における医療救護及び避難所等
における生活支援・健康管理等の看護活動を行う看護職の派遣に協
力する。 

 

 １３ 災害救助法の適用 １４ 災害救助法の適用 表記の整理 
    (略)    (略)  
    
 第７章 地域安全・交通・緊急輸送対策 第７章 地域安全・交通・緊急輸送対策  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

130 
 

第４節 
緊急輸送手
段の確保 

県 3(1)、3(2) (略) 
3(3) 災害対策基本法及び災害救助法の規
定に基づく従事命令等による緊急輸送
車両等の確保 

 

第４節 
緊急輸送手
段の確保 

県 3(1)、3(2) (略) 
3(3) 災害対策基本法や災害救助法の規定
に基づく緊急輸送車両等の確保等 

 

対策の整備 

    
 第４節 緊急輸送手段の確保 第４節 緊急輸送手段の確保  
 ３ 県(防災局、各部局)における措置 ３ 県(防災局、各部局)における措置  

137 （3）知事は、輸送車両等が不足して災害応急対策の実施に支障があると
認める場合は、中部運輸局長と協議して、災害対策基本法及び災害救
助法の規定に基づく従事命令等を発し、緊急輸送に必要な車両等を確
保する。 

（3）知事は、輸送車両等が不足して災害応急対策の実施に支障があると
認める場合は、中部運輸局長と協議して、災害対策基本法や災害救助
法の規定に基づき、緊急輸送に必要な車両等を確保する。 
また、関係機関に対して、災害応急対策必要物資の運送を要請する。

対策の整備 

 ５ 緊急輸送の対象となる人員、物資の範囲 ５ 緊急輸送の対象となる人員、物資の範囲  
 ◆ 附属資料第 15「災害発生時等における物資等の緊急輸送に関する協

定書」 
◆ 附属資料第 15「災害発生時等における物資等の緊急輸送に関する協
定書」 

 

 (追加) ◆ 附属資料第15「災害時におけるバスによる緊急輸送に関する協定書」 
◆ 附属資料第15「船舶による輸送等に関する協定書」 

対策の整理 

    
146 第９章 避難者対策 第９章 避難者・帰宅困難者対策 表記の整理 

 ■ 基本方針 ■ 基本方針  
 (追加) ○  帰宅困難者対策は、帰宅困難者等の発生による混乱を防止すること

が重要であり、「むやみに移動を開始しない」という基本原則の徹底を
図るものとする。 

対策の整備 

 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  
 機関名 事 前 被害発生中 事 後 

市町村 (略) 
  ○福祉避難所

の設置 
 (追加) 

 
 
 
 
 
 
(追加) 

 
 

機関名 事 前 被害発生中 事 後 
市町村 (略) 

  ○福祉避難所
の設置 

 ○企業等に対す
る一斉帰宅の
抑制 

 
 
 
 
 
 
○徒歩帰宅者に対する情報

 
対策の整備 
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(追加) 
 

県 (略) 
 ○多言語による
情報発信 

 (追加) 

 
 
 
 
 
 
(追加) 
 

 

(追加)  
 
 

(追加)  

 

提供 
○徒歩帰宅者の救助・避難所
対策の実施 

県 (略) 
 ○多言語による
情報発信 

 ○企業等に対す
る一斉帰宅の
抑制 

 
 
 
 
 
 
○徒歩帰宅者に対する情報
提供 

 

事業所
等 

 ○安否確認や交通情報等の
収集及び従業員等の一斉
帰宅の抑制 

 

 

    
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

146 
 
 
 
 
 

147 

第１節 
避難の勧 

市町村 1(1)～1(3) (略) 
(追加) 

告・指示 県（知事又
は知事の
命を受け
た職員） 

3(1)～3(6) (略) 
(追加) 

(追加) (追加) (追加) 
 
 

 (追加) (追加) 
 

 

第１節 
避難の勧 

市町村 1(1)～1(3) (略) 
1(4) 広域一時滞在に係る協議 

告・指示 県（知事又
は知事の命
を受けた職
員） 

3(1)～3(6) (略) 
3(7) 広域一時滞在に係る協議等 

第４節 
帰宅困難
者対策 

県、市町村 1(1) 帰宅困難者発生抑止のための広報等 
1(2)(3) 徒歩帰宅者に対する情報提供 
1(4) 救助対策、避難所対策の実施(市町村) 

 事業所等 2 安否確認や交通情報等の収集及び従業員
等の一斉帰宅の抑制 

対策の整備 
 
 
 
 
 
対策の整備 

    
 第 1節 避難の勧告・指示 第 1節 避難の勧告・指示  
 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  
 (追加)  (4) 広域一時滞在に係る協議 対策の整備 
     災害が発生し、被災した住民の、当該市町村の区域又は県域を越え  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
ての避難が必要となる場合は、その受入れについて、避難先市町村と
協議し、又は避難先都道府県との協議を県に要求する。 

 ３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置 ３ 県（知事又は知事の命を受けた職員）における措置  
148 (追加) (7) 広域一時滞在に係る協議等 対策の整備 

     県は、県域を越える避難について、避難先である都道府県と協議を
行う。 

     また、県は災害により市町村がその全部又は大部分の事務を行うこ
とができなくなった場合であって、避難の必要があると認める場合に
は、市町村に代わって協議を行う。 

 

 ９ 避難の措置と周知 ９ 避難の措置と周知  
149 （1）住民への周知徹底 （1）住民への周知徹底 対策の整理 

 イ 伝達手段としては、防災行政無線（屋外拡声器、戸別受信機）、
オフトーク通信、コミュニテイＦＭ、ケーブルテレビ、携帯電話、
広報車の巡回、警鐘、吹き流しあるいは自主防災組織・自治会・町
内会を通じた電話連絡や戸別伝達によるほか、テレビ・ラジオ放送
局に情報を提供し、協力を求める。 

イ 伝達手段としては、防災行政無線（屋外拡声器、戸別受信機）、
オフトーク通信、コミュニテイＦＭ、ケーブルテレビ、携帯電話(緊
急速報メール機能を含む。)、広報車の巡回、警鐘、吹き流しある
いは自主防災組織・自治会・町内会を通じた電話連絡や戸別伝達に
よるほか、テレビ・ラジオ放送局に情報を提供し、協力を求める。

 

 第２節 避難所の開設 第２節 避難所の開設  
 ４ 避難所の運営 ４ 避難所の運営  

151 (追加) (14) 市町村は、災害発生後、一定期間が経過し、避難所の被災者に対
する理容及び美容の提供、被災者に対する入浴の提供、及び避難所
等で被災者が使用する自治体所有の毛布、シーツ等のクリーニング
の提供を必要とする場合は、「生活衛生同業組合との災害時における
被災者支援に関する協定」に基づき、県を通じ生活衛生同業組合へ、
これらの業務の提供を要請するなど避難所の公衆衛生の向上に努め
るものとする。 
◆ 附属資料第 15「災害時における被災者支援に関する協定書（愛知
県理容生活衛生同業組合、愛知県美容業生活衛生同業組合、愛知県ホ
テル・旅館生活衛生同業組合、愛知県公衆浴場業生活衛生同業組合、
愛知県クリーニング生活衛生同業組合）」 

対策の整備 

152 (追加) 第４節 帰宅困難者対策 対策の整備 
  １ 県(防災局)及び市町村における措置  
  (1) 県及び市町村は、公共交通機関が運行を停止し、自力で帰宅するこ  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
とが困難な帰宅困難者が大量に発生する場合には、「むやみに移動を
開始しない」旨の広報等により、一斉帰宅の抑制を図るとともに、必
要に応じて、滞在場所の確保等の支援を行うものとする。 

   (2) 県及び市町村は、企業、放送事業者、防災関係機関等との連携によ
り、徒歩帰宅者に対して支援ルートやコンビニエンスストアなどの支
援ステーションの情報提供に努める。 

 

   (3) 県及び市町村は、各種の手段により、徒歩帰宅に必要な装備等、家
族との連絡手段の確保、徒歩帰宅経路の確認、事業所の責務等、必要
な広報に努める。 

 

   (4) 市町村は、帰宅途中で救援が必要になった人、避難所への収容が必
要になった人への救助対策、避難所対策を図る。 

 

  ２ 事業所等における措置  
  事業所や学校などの組織があるところは、発災時には組織の責任に

おいて、安否確認や交通情報等の収集を行い、災害の状況を十分に見
極めた上で、従業員、学生、顧客等への対応を検討し、帰宅する者の
安全確保の観点に留意して、対策をとるものとする。 

 

  ３ 支援体制の構築  
  帰宅困難者に対する対応は、安否確認の支援、被害情報の伝達、滞在

場所の提供、帰宅のための支援等、多岐にわたるものである。 
また、帰宅困難者対策は、行政のエリアを超えかつ多岐にわたる分野
に課題が及ぶことから、これに関連する行政、事業所、学校、防災関係
機関が相互に連携・協力する仕組みづくりを進め、発災時における交通
情報の提供、水や食料の提供、従業員や児童生徒等の保護などについ 
て、支援体制の構築を図っていくものとする。 

 

  ◆ 附属資料第6「愛知県基幹的徒歩帰宅支援ルートマップ」 
◆ 附属資料第15「愛知県帰宅困難者等支援対策実施要領」 
◆ 附属資料第 15「災害時における徒歩帰宅者支援に関する確認書（県
対日本郵政公社東海支社）」 
◆ 附属資料第 15「災害時における徒歩帰宅者支援に関する協定書（県
対コンビニ等）」 

 

    
 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給 第１０章 水・食品・生活必需品等の供給  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 第２節 食品の供給 第２節 食品の供給  
 ４ 炊き出しその他による食品の給与 ４ 炊き出しその他による食品の給与  

155  (3) 高齢者や乳幼児等に対しては、雑炊、おじや、粉ミルク等の食品を
供給する。 

      

 (3) 高齢者や乳幼児等に対しては、雑炊、おじや、粉ミルク等の食品を
供給する。 

     また、食物アレルギー等にも配慮し、食品を供給する。 

対策の整理 

 ５ 米穀の原料調達 ５ 米穀の原料調達  
 （2）市町村は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米）調達が困難な

場合は、県と緊密な連絡を図り、「愛知県応急米穀取扱要領｣及び「災
害救助法又は国民保護法が発動された場合における災害救助用米穀
の取扱要領｣により調達を図る。 

（2）市町村は、米穀届出事業者等から米穀の原料（玄米）調達が困難な
場合は、県と緊密な連絡を図り、「愛知県応急米穀取扱要領｣及び「米
穀の買い入れ・販売等に関する基本要領（第４章第１０の２に基づく
災害救助用米穀の供給に係る手続き）｣により調達を図る。 

要領の修正・更新

156 炊き出し用として米穀（精米）を確保する手順図 炊き出し用として米穀を確保する手順図 表記の整理 
 (図中) 

 政府米の受託事業体 
(図中) 
 政府米（玄米）の受託事業体 

 

 第３節 生活必需物資の供給 第３節 生活必需物資の供給  
 ２ 県(防災局、農林水産部、産業労働部)における措置 ２ 県(防災局、農林水産部、産業労働部)における措置  
 ◆ 附属資料第15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協

定書（大手スーパー）」 
◆ 附属資料第15「災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協
定書（大手スーパー）」 

 

157 (追加) ◆ 附属資料第 15「災害時における仮設トイレ等の賃貸借に関する協定
書」 

対策の整備 

    
 第１１章 環境汚染防止及び廃棄物処理対策 第１１章 環境汚染防止及び廃棄物処理対策  
 ■ 基本方針 ■ 基本方針  

158 ○ 市町村及び県は、被災状況を的確に把握して適切な措置を講ずる
とともに、環境調査・モニタリング等を迅速に実施する。 

(削除) 誤訂正 

 ○ 市町村及び県は、被害状況を的確に把握し、被災状況に即した廃
棄物の処理を迅速に実施する。 

(削除) 誤訂正 

 （放射性物質及び原子力災害については、「第 19章 放射性物質及び原
子力災害応急対策」で対応する。） 

(削除) 表記の整理 

 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  
 機関名 事前 被害発生中 事 後 

県   ○環境汚染事故の把握 
 ○関係機関への情報の提供及び事業者への

機関名 事前 被害発生中 事 後 
県   ○環境汚染事故の把握 

 ○関係機関への情報の提供及び事業者への

誤訂正 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
指導 

 ○環境調査 
○人員・資機材等の応援依頼  
○連絡調整及び支援・協力 

 

指導 
 ○環境調査 
○人員・資機材等の応援依頼 
○連絡調整及び支援・協力 

    
 第１２章 遺体の取扱い 第１２章 遺体の取扱い  
 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  

161 機関名 事前 被害発生中 事 後 
県      ○他市町村への応援指示 

   (追加) 
市 
町 
村 

  ○遺体の捜索・収容 
    ○医師への医学的検査の依頼 
      ○遺体の処理及び一時保存 
         ○遺体の埋火葬 
○他市町村又は県への応援要求 

 

機関名 事前 被害発生中 事 後 
県      ○他市町村への応援指示 

   ○県警と連携し、県医師会に検案を依頼

市 
町 
村 

  ○遺体の捜索・収容 
    (削除) 
      ○遺体の処理及び一時保存 
         ○遺体の埋火葬 
○他市町村又は県への応援要求 

対策の整理 

    
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  
 第２節 市町村 (略) 

遺体の処理 県 2(1) 、2(2) (略) 
(追加) 

 県警察、第四管区
海上保安本部 

(略) 
 

第２節 市町村 (略) 
遺体の処理 県 2(1)、 2(2) (略) 

2(3) 検案の依頼 
 県警察、第四管区

海上保安本部 
(略) 

対策の整理 

    
 第２節 遺体の処理 第２節 遺体の処理  
 １ 市町村における措置 １ 市町村における措置  

162  (2) 遺体の検視（見分）及び検案  (2) 遺体の検視（見分）及び検案 対策の整理 
    警察官又は海上保安官の遺体の検視（見分）を得るとともに、医療

救護班等の医師に依頼して遺体（医師の診療中に死亡した者を除く）
の検案（死亡の確認及び死因その他の医学的検査）を実施する。 

   警察官又は海上保安官の遺体の検視（見分）を得るとともに、医師
による遺体（医師の診療中に死亡した者を除く）の検案（死亡の確認
及び死因その他の医学的検査）を受ける。 

 

163 ２ 県（防災局）における措置 ２ 県（防災局、健康福祉部）における措置 実施主体の追加 
 (追加) (3) 検案の依頼 対策の整理 
       県警察と連携し、県医師会に検案の依頼を行う。  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 ３ 県警察及び第四管区海上保安本部における措置 ３ 県警察及び第四管区海上保安本部における措置  
 （1）遺体発見現場で遺体の検視（見分）を実施する。検視（見分）を行

わずに収容された遺体については、市町村及び医療救護班と連携を密
にし、遺体安置所において検視（見分）を行う。 

（1）遺体発見現場で遺体の検視（見分）を実施する。検視（見分）を行
わずに収容された遺体については、市町村及び医師と連携を密にし、
遺体安置所において検視（見分）を行う。 

対策の整理 

 第３節 遺体の埋火葬 第３節 遺体の埋火葬  
 ２ 県（防災局、健康福祉部）における措置 ２ 県（防災局、健康福祉部）における措置  

164 （2）応援指示 （2）応援指示  
 
 

県内の火葬場の被災状況その他広域的な埋火葬に必要な情報を収
集し、市町村の実施する遺体の埋火葬につき特に必要があると認めた
ときは、他市町村に応援するよう指示する。 
(追加) 

県内の火葬場の被災状況その他広域的な埋火葬に必要な情報を収
集し、市町村の実施する遺体の埋火葬につき特に必要があると認めた
ときは、他市町村に応援するよう指示する。 
◆ 附属資料第15「災害時における棺等葬祭用品の供給に関する協
定書」 
◆ 附属資料第15「災害時における遺体搬送の協力に関する協定書」

 
 
 
対策の整備 

    
 第１３章 交通施設の応急対策 第１３章 交通施設の応急対策  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

166 第３節 
空港施設対策 

愛知県名古屋
飛行場 

愛知県名古屋
空港事務所 

(略) 
 

第３節 
空港施設対策 

愛知県名古屋
飛行場 

県(名古屋空港
事務所) 

(略) 表記の整理 

    
 第３節 空港施設対策 第３節 空港施設対策  
 （愛知県名古屋飛行場） （愛知県名古屋飛行場）  

167 ３ 愛知県名古屋空港事務所における措置 ３ 県(名古屋空港事務所)における措置 表記の整理 
 愛知県名古屋空港事務所は、滑走路、誘導路、エプロン又は航空保

安施設が被害を受け、航空機の離着陸の安全を阻害するおそれが生じ
たときは、直ちに使用を一時停止する措置をとるとともに、応急工事
を実施する。 

名古屋空港事務所は、滑走路、誘導路、エプロン又は航空保安施設
が被害を受け、航空機の離着陸の安全を阻害するおそれが生じたとき
は、直ちに使用を一時停止する措置をとるとともに、応急工事を実施
する。 

 

    
 第１４章 ライフライン施設の応急対策 第１４章 ライフライン施設の応急対策  
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

170 第２節 
ガス施設対策 

東邦瓦斯株式会社、中部瓦斯株
式会社、犬山瓦斯株式会社、津
島瓦斯株式会社、社団法人愛知

(略) 第２節 
ガス施設対策 

東邦瓦斯株式会社、中部瓦斯株
式会社、犬山瓦斯株式会社、津
島瓦斯株式会社、一般社団法人

(略) 一般社団法人化 



風水害・原子力等災害対策計画編 

29 
 

頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
県エルピーガス協会 

 

愛知県ＬＰガス協会 
 

 第２節 ガス施設対策 第２節 ガス施設対策 一般社団法人化 
172 ２ 社団法人愛知県エルピーガス協会における措置 ２ 一般社団法人愛知県ＬＰガス協会における措置  

 (1）災害対策本部の設置 (1）災害対策本部の設置  
 災害が発生した場合、速やかに社団法人愛知県エルピーガス協会

内に災害対策本部を設置する。 
(略) 

災害が発生した場合、速やかに一般社団法人愛知県ＬＰガス協会
内に災害対策本部を設置する。 

   (略) 

 

 (4) 応援の要請 (4) 応援の要請 表記の整理 
     被害の状況により、特定の地域に被害が集中した場合は、本部長の

指示により他の現地対策本部は相互支援体制に移行する。 
必要に応じ、社団法人エルピーガス協会に対し、速やかに全国規
模で救援隊派遣を要請する。同時に、他地域からの応援要員がその
機能を十分発揮できるよう受入体制を整備する。 

  被害の状況により、特定の地域に被害が集中した場合は、本部長の
指示により他の現地対策本部は相互支援体制に移行する。 
必要に応じ、一般社団法人全国ＬＰガス協会に対し、速やかに全国
規模で救援隊派遣を要請する。同時に、他地域からの応援要員がその
機能を十分発揮できるよう受入体制を整備する。 

 

    
 第１５章 海上災害対策 第１５章 海上災害対策  
 １１ 応援協力関係 １１ 応援協力関係  

182 
 

（6）救助・救急活動、遺体の処理及び港湾施設の応急工事等の応援協力
関係については、第5章「救出・救助対策」、第6章「医療救護・防疫・
保健衛生対策」、第12章「遺体の取扱い」、第14章「交通施設の応急
対策」により実施する。 

（6）救助・救急活動、遺体の処理及び港湾施設の応急工事等の応援協力
関係については、第5章「救出・救助対策」、第6章「医療救護・防疫・
保健衛生対策」、第12章「遺体の取扱い」、第13章「交通施設の応急
対策」により実施する。 

誤訂正 

    
 第１６章 航空災害対策 第１６章 航空災害対策  
 ■ 主な機関の応急活動 ■ 主な機関の応急活動  

183 中部国際空
港株式会社、 
愛知県名古屋
空港事務所 

 (略)  

 

中部国際空
港株式会社、 
県(名古屋空港
事務所) 

 (略)  

 

表記の整理 

    
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

184 第２節 
愛知県名古屋飛

愛知県名古屋空港事務所 (略) 

行場 航空自衛隊 (略) 
 

第２節 
愛知県名古屋飛 

県(名古屋空港事務所) (略) 

行場 航空自衛隊 (略) 

表記の整理 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
    
 第１節 中部国際空港 第１節 中部国際空港  
 ３ 情報の伝達系統(中部国際空港) ３ 情報の伝達系統(中部国際空港)  

187 (1) 空港内で航空機事故が発生した場合 (1) 空港内で航空機事故が発生した場合  
 （図中） （図中）  
 中部国際空

港㈱ 
セ ン ト レ
ア ・ オ ペ
レ ー シ ョ
ン ・ セ ン
ター 

 知多中部広域
事務組合消防
本部 

 知多市消防本部・東海市
消防本部・大府市消防本
部・知多南部消防組合消
防本部・名古屋市消防局 
 
 

     
  セントレア航

空会社連合会 
  

     
  ㈱日本航空イ

ンターナショ
ナル 

  

 

中部国際空
港㈱ 
セ ン ト レ
ア ・ オ ペ
レ ー シ ョ
ン ・ セ ン
ター 

 知多広域消防指
令センター 

 知多市消防本部・東海市
消防本部・大府市消防本
部・知多南部消防組合消
防本部・名古屋市消防
局・知多中部広域事務組
合消防本部 

     
  セントレアＡＯ

Ｃ 
  

     
  日本航空株式会

社 
 

  

 

知多広域消防指令
センター発足 
 
 
 
 
 
 
組織の名称変更 
 
 
組織の名称変更 

   伝達手段     直通電話及び加入電話 
  副次ルート    愛知県防災行政無線 

  伝達手段     直通電話及び加入電話 
  副次ルート    愛知県防災行政無線 

 

188 (2) 空港周辺で航空機事故が発生した場合 (2) 空港周辺で航空機事故が発生した場合  
      上記(1)と同じ(記載省略) 上記(1)と同じ(記載省略)  
 第２節 愛知県名古屋飛行場 第２節 愛知県名古屋飛行場  

189 １ 愛知県名古屋空港事務所における措置 １ 県(名古屋空港事務所)における措置 表記の整理 
   (略) (略)  
 ３ 情報の伝達系統（愛知県名古屋飛行場） ３ 情報の伝達系統（愛知県名古屋飛行場）  

190  (1) 飛行場内で航空機事故が発生した場合  (1) 飛行場内で航空機事故が発生した場合  
 （図中） （図中）  
 社団法人愛知県医師会 

 

公益社団法人愛知県医師会 
 

公益社団法人化 
  (2) 飛行場周辺で航空機事故が発生した場合  (2) 飛行場周辺で航空機事故が発生した場合  
 （図中） （図中）  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 社団法人愛知県医師会 

 

公益社団法人愛知県医師会 
 

 
    
 第１８章 道路災害対策 第１８章 道路災害対策  
 ■ 基本方針 ■ 基本方針  

201 (略) 
なお、タンクローリーの横転等による事故災害については、第20章「危
険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策」による。 

(略) 
なお、タンクローリーの横転等による事故災害については、第19章「危
険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策」による。 

第１９章の削除 

    
206 第１９章 放射性物質及び原子力災害応急対策 (第１９章すべて削除) 原子力災害対策計

 (略)  画策定 
    

216 第２０章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策 第１９章 危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策 第１９章の削除 
 (略) (略)  
    

221 第２１章 高圧ガス災害対策 第２０章 高圧ガス災害対策 第１９章の削除 
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

222 

第１節 
高圧ガス施設 

高圧ガス施設等の所
有者、占有者 

(略) 

 県警察 2 第 20章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置 

 県 (略) 
 中部近畿産業保安監

督部 
(略) 

 市町村 5  第 20章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置 

第２節 
高圧ガス積載車両 

高圧ガス輸送業者、県
警察、県、中部近畿産
業保安監督部、市町村

それぞれ第 20 章第
1節「危険物等施設」
に準じた措置 

 (追加) (追加) 
 

第１節 
高圧ガス施設 

高圧ガス施設等の所
有者、占有者 

(略) 

 県警察 2 第 19章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置 

 県 (略) 
 中部近畿産業保安監

督部 
(略) 

 市町村 5  第 19章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置 

第２節 
高圧ガス積載車両 

高圧ガス輸送業者、県
警察、県、市町村 

1 第 19章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置 

 中部近畿産業保安監
督部 

2  経済産業大臣が県
の措置に準じた命令

第１９章の削除、
表記の整理 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 
 

第３節 
高圧ガス積載船舶 

高圧ガス輸送業者 1  第 20章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置及び第四管区
海上保安本部への通
報 

 第四管区海上保安本
部 

2  第 20章第 3節「危
険物等積載船舶」に 
準じた措置 

 

等を発するよう措置 
 

第３節 
高圧ガス積載船舶 

高圧ガス輸送業者 1  第 19章第 1節「危
険物等施設」に準じ
た措置及び第四管区
海上保安本部への通
報 

 第四管区海上保安本
部 

2  第 19章第 3節「危
険物等積載船舶」に 
準じた措置 

    
222 第１節 高圧ガス施設 第１節 高圧ガス施設 第１９章の削除 

 ２ 県警察における措置 ２ 県警察における措置  
 第 20章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。 第 19章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。  
 ３ 県（防災局）における措置 ３ 県（防災局）における措置  
  (3) 自衛隊の災害派遣要請、指定地方行政機関の職員の派遣に係る

あっせん等 
 (3) 自衛隊の災害派遣要請、指定地方行政機関の職員の派遣に係る
あっせん等 

 

       第 20章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。       第 19章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。  
 ５ 市町村における措置 ５ 市町村における措置  
 第 20章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。 第 19章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。  

223 第２節 高圧ガス積載車両 第２節 高圧ガス積載車両 表記の整理 
 高圧ガス輸送業者、県警察、県（防災局）、中部近畿産業保安監督部及

び市町村における措置 
１ 高圧ガス輸送業者、県警察、県（防災局）及び市町村における措置  

   高圧ガス輸送業者、県警察、県、中部近畿産業保安監督部及び市町
村は、それぞれ第20章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた措置を
講ずる。 

  高圧ガス輸送業者、県警察、県及び市町村は、それぞれ第 19章第 1
節「危険物等施設」の場合に準じた措置を講ずる。 

 

 (追加) ２ 中部近畿産業保安監督部における措置  
    経済産業大臣が県の措置に準じた命令等を発するよう措置を講ず

る。 
 

 第３節 高圧ガス積載船舶 第３節 高圧ガス積載船舶 第１９章の削除 
 １ 高圧ガス輸送業者の措置 １ 高圧ガス輸送業者の措置  
   第 20章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた安全措置を講ずると   第 19章第 1節「危険物等施設」の場合に準じた安全措置を講ずると  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
ともに、第四管区海上保安本部（118）へ災害発生について直ちに通報
する。 

ともに、第四管区海上保安本部（118）へ災害発生について直ちに通報
する。 

 ２ 第四管区海上保安本部の措置 ２ 第四管区海上保安本部の措置  
   第 20章第 3節「危険物等積載船舶」の場合に準じた措置を講ずる。   第 19章第 3節「危険物等積載船舶」の場合に準じた措置を講ずる。  
    

224 第２２章 火薬類災害対策 第２１章 火薬類災害対策 第１９章の削除 
 ■ 主な機関の措置 ■ 主な機関の措置  

225 第３節 
火薬類積載船舶 

県警察、県、中部近畿
産業保安監督部、市町
村 

(略) 

 

第３節 
火薬類積載船舶 

県警察、県、市町村 
 
 

(略) 表記の整理 

    
 第３節 火薬類積載船舶 第３節 火薬類積載船舶  

228 ４ 県警察、県（防災局）、中部近畿産業保安監督部及び市町村における
措置 

４ 県警察、県（防災局）及び市町村における措置 表記の整理 

   (略)   (略)  
    

229 第２３章 大規模な火事災害対策 第２２章 大規模な火事災害対策 第１９章の削除 
 ■ 基本方針 ■ 基本方針  
 ○ 大規模な火事（陸上における火事で、林野火災以外のもの）による

多数の死傷者等の発生といった大規模な火事災害（以下「大規模な火
事災害」という。）の被害拡大を防御し、被害の軽減を図る。 
なお、第20章「危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策」、第21
章「高圧ガス災害対策」及び第 22章「火薬類災害対策」の定めについ
ても留意するものとする。 

○ 大規模な火事（陸上における火事で、林野火災以外のもの）による
多数の死傷者等の発生といった大規模な火事災害（以下「大規模な火
事災害」という。）の被害拡大を防御し、被害の軽減を図る。 
なお、第19章「危険物及び毒物劇物等化学薬品類災害対策」、第20
章「高圧ガス災害対策」及び第 21章「火薬類災害対策」の定めについ
ても留意するものとする。 

 

 大規模な火事災害対策 大規模な火事災害対策  
 １ 地元市町村における措置 １ 地元市町村における措置  

230  (2) 避難勧告・指示等  (2) 避難勧告・指示等 表記の整理 
    地域住民等の避難の勧告又は指示等については、第 9 章「避難者

対策」の定めにより実施する。 
   地域住民等の避難の勧告又は指示等については、第9 章「避難者・
帰宅困難者対策」の定めにより実施する。 

 

    
233 第２４章 林野火災対策 第２３章 林野火災対策 第１９章の削除 

 林野火災対策 林野火災対策  
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 １ 地元市町村における措置 １ 地元市町村における措置  

235  (2) 避難勧告・指示等  (2) 避難勧告・指示等 表記の整理 
    地域住民等の避難の勧告又は指示等については、第 9 章「避難者

対策」の定めにより実施する。 
   地域住民等の避難の勧告又は指示等については、第9 章「避難者・
帰宅困難者対策」の定めにより実施する。 

 

    
238 第２５章 地下街等における都市ガス災害対策 第２４章 地下街等における都市ガス災害対策 第１９章の削除 

 (略) (略)  
    

243 第２６章 住宅対策 第２５章 住宅対策 第１９章の削除 
 (略) (略)  
    

249 第２７章 文教災害対策 第２６章 文教災害対策 第１９章の削除 
 (略) (略)  
    
    
    
 第４編 災害復旧 第４編 災害復旧  
 第１章 民生安定のための緊急措置 第１章 民生安定のための緊急措置  
 第１節 義援金その他資金等による支援 第１節 義援金その他資金等による支援  

254 １ 県(出納事務局、健康福祉部)における措置 １ 県(会計局、健康福祉部)における措置 組織内名称変更 
 （1）義援金の受付、配分 （1）義援金の受付、配分  
 各方面から被災者に対して寄託される義援金を受け付け、被害状況

に応じた配分計画をたて、市町村に寄託して配分する。 
各方面から被災者に対して寄託される義援金を受け付け、県、日本
赤十字社愛知県支部等義援金収集団体等で構成する義援金配分委員
会を組織し、被害状況に応じた配分計画をたて、市町村に寄託して配
分する。 

表記の整理 

 第２節 金融対策 第２節 金融対策  
 １ 東海財務局、日本銀行名古屋支店における措置 １ 東海財務局、日本銀行名古屋支店における措置  

256 （2）金融機関等に対する要請 （2）金融機関等に対する要請 対策の整理 
 ウ 火災共済協同組合への措置 ウ 火災共済協同組合への措置  
   (追加)   (ｱ) 共済金等の支払いに係る便宜措置  
    共済契約証書、届出印鑑等を喪失した共済契約者等については、

可能な限り便宜措置を講ずる。 
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頁 現行（平成 24年 6月修正） 改  正  案 改正理由 
 (ｱ) 共済金の支払、共済掛金の払込猶予等に関する措置 (ｲ) 共済金の支払、共済掛金の払込猶予に関する措置  
    組合において、共済証書等を焼失又は流失した共済契約者につい

ては、り災証明書の呈示その他実情に即した簡易な確認方法をもっ
て災害被災者の共済金の支払、共済約款に基づく貸付け等の利便を
図る。 
共済金の支払い等については、できる限り迅速に行うよう配慮す

るとともに、共済掛金の払込みについては、共済契約者のり災の状
況に応じて猶予期間の延長を行う等適宜の措置を講ずる。 

   (削除) 
 
 
 

共済金の支払いについては、できる限り迅速に行うよう配慮し、
共済掛金の払込については、契約者のり災の状況に応じて猶予期間
の延長を行う等適宜の措置を講ずる。 

 

 (ｲ) 業務停止等における対応に関する措置 (ｳ) 営業停止等における対応に関する措置  
 組合において、共済事業に関する業務停止等の措置を講じた場

合、業務停止等を行う店舗名等を、ポスターの店頭掲示等の手段を
用いて告示するとともに、その旨をインターネットのホームページ
に掲載し、取引者に周知徹底する。 

火災共済協同組合において、窓口営業停止等の措置を講じた場合、
営業停止等を行う営業店舗名等を、ポスターの店頭掲示等の手段を
用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネットのホーム
ページに掲載し、取引者に周知徹底する。 

 

 第３節 住宅等対策 第３節 住宅等対策  
 １ 県（建設部）における措置 １ 県（建設部）における措置  
257 （1）応急仮設住宅の建設 （1）応急仮設住宅の建設 第１９章削除 
 家屋に被害を受けた被災者の収容対策として応急的な仮設住宅を

建設し、暫定的な居住の安定を図る。（第 3編第 26章「住宅対策」参
照） 

家屋に被害を受けた被災者の収容対策として応急的な仮設住宅を
建設し、暫定的な居住の安定を図る。（第 3編第 25章「住宅対策」参
照） 

 

258 ３ 住宅金融支援機構東海支店における措置 ３ 独立行政法人住宅金融支援機構東海支店における措置 表記の整理 
 (略)・・・また、住宅金融支援機構融資に係る債務者について、貸付

金の返済猶予等、被災者の便宜を考慮した措置を必要に応じて講ずる。
(略)・・・また、独立行政法人住宅金融支援機構融資に係る債務者に
ついて、貸付金の返済猶予等、被災者の便宜を考慮した措置を必要に
応じて講ずる。 

 

    

 
 


